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北海道の地方部では深刻な人口減少が進んでおり，それに伴い公共交通の利用者数も急速に減少してい

る．近年，この課題に対し公共交通のサービス向上を目的とした MaaS 実証実験が道内各地で行われてい

る． 本研究では，令和 3年に北海道西胆振管内を対象に実施されたオンデマンド交通の受容性評価に関す

るアンケートデータにロジスティック回帰分析を適用して，サービス利用意思に影響を与える各種要因を

評価し，主要な利用者層を明らかにした．また，利用者層の支払い意志額を推定し，サービスの収益に対

する影響を評価した．その結果，買い物利用の高齢者が主要な利用者層となることが明らかになった．ま

た，支払い意志額は，利用意志が高い利用者属性において高額になり，主要な利用者層を意識したサービ

ス設計は収益増加につながる可能性を明らかにした． 
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1. はじめに 

  

 我が国の地方都市では，モータリゼーションとスプロ

ールと人口減少に伴う都市の低密度化により公共交通の

利用者が減少傾向にある．また，運転手不足も深刻であ

り，人口減少や高齢化等の社会構造の変化に見合った公

共交通サービスの維持確保が近々の課題となっている． 

 一方で近年，公共交通のサービス向上やより暮らしや

すい街づくりの支援を目的として，あらゆる移動手段を

一つのサービスとして統合化させる MaaS（Mobility as a 

Service）の実証実験が全国各地で進んでいる． 

 本研究で対象とする北海道西胆振管内に位置する室蘭

市では，令和 2年より MaaSプロジェクト「いってきマ

ース」が始動した 1)．このプロジェクトは，バスや電車

等の既存公共交通とオンデマンド交通と呼ばれる経路・

乗降地点・時刻に柔軟性がある新たな交通サービスを組

み合わせることによって，便利で快適な移動を提供する

取り組みである．令和 3年度は，エリアゾーン型・買い

物連携型・都市間バス連携型のオンデマンド交通実証実

験が行われ，それぞれの実証において利用者から高い評

価が見られた．しかし，実際にオンデマンド交通を導入

した後，サービスを維持していくためには収益増加や費

用削減を目的とした，需要側の利用意識を考慮するサー

ビス設計が必要になると考えられる． 

 そこで，本研究では，令和 3年に「いってきマース」

プロジェクトの一環として北海道西胆振地域の諸都市を

対象に実施されたオンデマンド交通の受容性評価に関す

るアンケート調査のデータを用いて，サービス利用意思

に影響を与える各種要因を評価し，主要な利用者層を明

らかにする．また，利用者層の支払い意志額を推定し，

サービスの収益に対する影響を評価する． 

 

 

2. 既存研究と本研究の位置づけ 

  

近年，オンデマンド交通実証実験等が全国各地で行わ

れており，それに伴い，導入可能性やその影響に関する

研究が数多く行われてきている． 

南ら 2)は，オンデマンド交通利用者の実態を調査し，

コンジョイント分析を行うことで，知らない人同士で相

乗りをすること自体に抵抗がある利用者は少ないが，異

性との相乗りや，予約した時刻にズレが生じることには

抵抗があることを明らかにした．長谷川ら 3)は，オンデ

マンド交通に対するニーズを調査し，AHP 分析を行う
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ことで，年齢層や地域によって求められるサービスの条

件が異なること，加齢に伴い自宅までの送迎を重視する

ようになることを明らかにした．高野ら 4)は，オンデマ

ンド交通の需要予測を行い，その地域の女性高齢者数が

利用需要に大きく影響すること，情報周知によって利用

者が増加することを明らかにした．このように，オンデ

マンド交通受容性に関する研究は多くされてきており，

利用意思に影響する要因は明らかになってきている． 

また，市川ら 5)は，オンデマンド交通導入に伴い，公

共交通の利用客が増える一方，運行回数が増えれば増え

るほど，運転手の人件費などの運行経費を賄うための市

の負担額が膨らむ構造になっているケースが少なくない

というデメリットについても言及している．そのため，

サービスを維持していくためには，収益増加や費用削減

を目的とする主要な利用者層を意識したサービス設計が

必要となるだろう． 

 本研究の独自性は，実際の MaaS プロジェクトの一貫

として実施されたオンデマンド交通受容性評価に関する

アンケート調査のデータを用いて，サービス利用意思に

影響を与える各種要因を評価し，主要な利用者層を明ら

かにするとともに，利用者層の支払い意志額を推定する

ことで，収益への影響を評価することにある．これによ

り，収益増加への最適なサービスの立案に関する考察を

行う． 

 

 

3. 分析対象都市とアンケート調査の概要 

 

(1) 分析対象都市の概要 

 本研究の分析対象となる西胆振管内 6)は，室蘭市を中

心市として，近隣の登別市，伊達市，豊浦町，壮瞥町，

洞爺湖町の 3市 3町で構成される（図-1）．この圏域は，

深刻な人口減少・高齢化が進んでおり，国土技術政策総

合研究所の将来人口・世帯予測ツール 7)によると，2045

年には，多くの市町村で人口が半数近くになり，高齢化

率は 40%以上になると予測している（表-1）．それに伴

い，公共交通の利用者が減少し，交通サービスが低下す

ることで，移動困難者が買い物・通院などの生活のため

に自動車を利用せざるを得ない状況にある． 

 また，著者らの先行研究 8)では，このまま公共交通利

用者を維持する施策がなされない場合，室蘭市では将来

的な人口減少によって，バス利用者数が大幅に減少して

いくと予想している（図-2）．そのため，公共交通の維

持改善の観点で，MaaS のような取り組みが急がれてい

る地域である． 

 

 

 

 

図-1 西胆振管内の諸都市 6) 

 

 

表-1 西胆振管内の人口・高齢化率推移 7) 

 

 

 

図-2 室蘭市のバス利用者の推移 8) 

2015年 2025年 2035年 2045年

人口(人) 88,564 74,810 61,227 49,377

65歳以上(%) 34.09% 36.82% 37.29% 40.32%

人口(人) 49,625 44,290 37,845 31,170

65歳以上(%) 34.00% 39.46% 42.49% 48.44%

人口(人) 34,995 31,782 27,920 23,819

65歳以上(%) 34.60% 39.46% 41.69% 46.17%

人口(人) 4,291 3,671 3,116 2,612

65歳以上(%) 35.75% 38.90% 40.82% 44.22%

人口(人) 2,922 2,451 2,017 1,619

65歳以上(%) 42.37% 49.16% 51.46% 54.91%

人口(人) 9,299 7,443 5,722 4,213

65歳以上(%) 40.45% 47.70% 52.48% 57.61%

室蘭市

登別市

伊達市

豊浦町

壮瞥町

洞爺湖町
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 (2) アンケート調査の概要 

西胆振管内の室蘭市，登別市，伊達市，豊浦町，壮瞥

町，洞爺湖町において，令和 3年 11月 12日（金）から

11月 30日（火）にかけて，15歳以上 80歳未満の住民を

対象とするオンデマンド交通受容性を尋ねるアンケート

調査を実施した．アンケートの設問内容は，表-2に示す

通りであり，利用金額に関する設問は，図-3に示すよう

なダブルバウンド形式で行った．本調査は，郵送配布郵

送配収方式により，5,000 票のアンケート票を配布し，

1624票（回収率32%）の有効回答数を得た． 

 

 

4. アンケート結果の分析 

 

(1) 基礎集計分析 

 まず，アンケート対象者の属性を確認するため，いく

つかの項目で単純集計を行った．表-3と図-4に示すよう

に，回答者は，女性が多く，65歳以上が 47.8%と高齢者

の回答数が多かった．車の保有を見ていくと，「自分専

用を所有」が 58.3%，「家族で共有」が 22.9%となって

おり，ほとんどの人が自家用車を保有している結果とな

った．また，オンデマンド交通の利用意思の有無を見て

いくと，「利用してみたい」が 38.6%，「利用しない」

が 61.4%となり，半数以上が利用しない結果となった．

利用しない理由としては，「マイカーで十分だと思うか

ら」が 42.2%と半数近くを占めており，西胆振管内は車

保有率が高いため，オンデマンド交通を利用しない方が

多くなったと考えられる． 

 

(2) 利用意思に関する要因分析 

 オンデマンド交通の利用意思に影響を与える要因を詳

細に明らかにするため，ロジスティック回帰分析を行っ

た．ロジスティック回帰分析は，要因（説明変数）から

2値の結果（目的変数）が起こる確率を説明・ 予測する

統計手法である．本研究では，利用意思の有無を目的変

数とし，利用意思に影響がある可能性が考えられる表-4

の項目を説明変数とした．ただし，利用金額については，

ダブルバウンド形式での設問であったため，「利用する」

と回答した場合の金額を数値データに置き換え，説明変

数とした．また，カテゴリーデータはダミー変数化した． 

 ロジスティック回帰分析の結果を表-5に示す．変数間

の多重共線性がある場合，回帰係数に影響が出るため，

VIF より，多重共線性の確認を行った．どの変数も VIF

は 10 を下回る結果となり，多重共線性の影響は見られ

なかった．P 値を見ると，「高齢」「希望月額利用金額」

「希望都度利用金額」「日常的な買い物」「外出頻度の

増減」において0.05以下となったことから，これらがオ

ンデマンド交通の利用意思に有意な影響を与えているこ

表-2 アンケート項目 

 

 

 

図-3 利用料金に関するダブルバウンド形式の設問 

 

 

表-3 回答者の属性に関する集計結果 

 

 

 

 

図-4 オンデマンド交通を利用しない理由（複数回答） 

 

分類 質問

属性
①	性別、年齢、職業、住所、家族構成
②	運転免許、自家用車、携帯電話の保有状況

新たな交通サービス
オンデマンド交通について

①	利用希望の有無・理由
②	料金形態
③	利用目的
④	予約方法
⑤	相乗りで生じる遠回りの許容時間
⑥	外出頻度の変化
⑦	運転免許の返納意思

西いぶり圏域の市町間での
移動について

①	よく訪れる居住地以外の西いぶり圏のまち
②	移動目的
③	移動手段
④	バスやJRを利用する機会を増やす改善点
⑤	自由記述欄

15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～74歳 75歳以上

2.9% 3.8% 8.3% 12.2% 14.0% 11.1% 28.1% 19.7%

性別(N=1601)

年齢(N=1618)

車の保有

(N=1608)

オンデマンド交通

利用有無(N=1563)

女性 その他 回答しない

自分専用を所有 家族で共有 無し

男性

61.4%

利用しない

42.2% 56.7% 0.1% 1.1%

58.3% 22.9% 18.8%

利用してみたい

38.6%

674

130

68

216

55

193

123

140

0 100 200 300 400 500 600 700 800

マイカーで十分だと思うから

バスで十分だと思うから

高価だと思うから

知らない人との相乗りに抵抗があるから

スマートフォンの使い方がわからない…

土日祝も運行して欲しいから

夜間も運行して欲しいから

その他
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とが分かる．また，これらの偏回帰係数は正の値である

ことから，高齢であること，希望利用金額を高く設定し

ていること，目的が買い物であること，オンデマンド交

通導入によって外出頻度が増加することは，サービスを

利用したい要因として影響を与えていることが分かる． 

上記より，買い物利用の高齢者が主要な利用者層とな

る可能性が高い．また，「外出頻度の増減」が正の値を

示したことは，オンデマンド交通導入によって，高齢者

の課題である外出不足の改善に寄与すると考えられる．

さらに，「利用する」と回答した被験者は，希望利用金

額を高い傾向にあることが明らかになった．また，図-5

に示すように，「希望月額利用金額」と「希望都度利用

金額」が偏回帰係数の上位にあることから，利用金額は，

利用意思に影響を強く与えていることが分かる． 

 

(3) 希望利用金額に関する分析 

 利用要因分析より，利用金額がオンデマンド交通の利

用意思に大きく影響を与えており，希望利用金額を高く

設定している人ほど，利用を希望する傾向が明らかにな

った．このことから，主要な利用者層を意識したサービ

ス設計を行うことで，効率的な利用促進と収益増加につ

ながると考えられる． 

しかし，サービス導入後の収益を評価するためには，

利用者層の希望利用金額（支払い意思額）を推定するこ

とが必要となる．そこで，次に，希望利用金額を説明変

数，その金額に対する利用意思（する・しない）を目的

変数とし，ロジスティック回帰分析を行うことで，回答

者の属性別に支払い意思額を推定した．支払い意思額は，

表-4 ロジスティック回帰分析における説明変数とダミー変数 

 

説明変数 選択肢 選択肢除外 ダミー変数 再カテゴリー名

性別 ①男性 ②女性 ③その他 ④回答しない ③その他 ④回答しない ①→男性＝1　②→女性＝0 性別

年齢

①15歳～19歳 ②20歳～29歳 ③30歳～39歳 ④

40歳～49歳 ⑤50歳～59歳 ⑥60歳～64歳 ⑦65

歳～74歳 ⑧75歳以上

①～⑥→65歳未満＝0　⑦～⑧→65歳以上＝1 高齢

職業
①学生 ②会社員 ③公務員 ④自営業 ⑤パート・

アルバイト ⑥無職 ⑦その他
⑦その他 ②～⑤→職業あり＝1　①,⑥→無職＝0 職業の有無

世帯構成

①一人暮らし ②配偶者またはパートナーと同居

③二世帯(子と同居) ④二世帯(親と同居) ⑤三世

帯 ⑥その他

⑥その他 ①→同居人なし＝0　②～⑤→同居人あり＝1 同居人の有無

自家用車の保有 ①自分専用を所有 ②家族で共有 ③無し ①～②→車あり＝1　③→車なし＝0 自家用車の有無

携帯電話の保有
①スマートフォン ②ガラケー ③もっていない ④

その他
④その他 ①～②→携帯電話あり＝1　①,⑥→携帯電話なし＝0 携帯電話の有無

オンデマンド交通の利用 ①利用してみたい ②利用しない ①→利用してみたい=1　②利用しない=0 オンデマンド交通の利用

希望月額利用金額 ダブルバウンド形式 なし(金額数値を使用) 希望月額利用金額

希望都度利用金額 ダブルバウンド形式 なし(金額数値を使用) 希望都度利用金額

利用目的
①日常的な買い物 ②余暇活動 ③通院 ④通勤 ⑤

通学 ⑥その他
⑥その他

①→あり=1　なし=0

②→あり=1　なし=0

③→あり=1　なし=0

④→あり=1　なし=0

⑤→あり=1　なし=0

利用目的(日常的な買い物)

利用目的(余暇活動)

利用目的(通院)

利用目的(通勤)

利用目的(通学)

相乗り迂回許容時間

①15分以上でも許容できる ②10～15分なら許容

できる ③5～10分なら許容できる ④5分程度なら

許容できる ⑤時間が掛かることは許容できない

①～④→許容できる＝1　⑤→許容できない＝0 相乗り迂回許容の有無

導入による外出頻度の変化
①今よりも増える ②今より少し増える ③今と変

わらない ④わからない
④わからない ①～②→増える＝1　③→増えない＝0 外出頻度の増減

導入による運転免許の返納 ①返納しようと思う ②返納しない ③わからない ④わからない ①→返納したい＝1　③→返納しない＝0 免許返納意思の有無

表-5 説明変数の偏回帰係数（N=1017） 

 

 

 

図-5 偏回帰係数の大きさ（降順） 

説明変数 VIF 偏回帰係数 P値

性別 1.064 -0.057 0.455

高齢 1.527 0.240 0.008

職業の有無 1.418 -0.051 0.562

同居人の有無 1.069 0.020 0.796

自家用車の有無 1.141 -0.132 0.111

携帯電話の有無 1.064 -0.045 0.556

希望月額利用金額 1.783 0.512 0.000

希望都度利用金額 1.679 0.482 0.000

利用目的(日常的な買い物) 1.123 0.167 0.032

利用目的(余暇活動) 1.061 0.095 0.213

利用目的(通院 ) 1.105 0.092 0.233

利用目的(通勤) 1.079 0.134 0.085

利用目的(通学) 1.037 -0.052 0.494

相乗り迂回許容の有無 1.091 0.076 0.382

外出頻度の増減 1.164 0.489 0.000

免許返納意思の有無 1.114 0.141 0.065
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図-6のように，ロジスティック回帰曲線を用いて，「利

用する」と「利用しない」の確率が同等となる中央値金

額とした 9)．なお，偏回帰係数の大きさ（図-5）から，

「希望都度利用金額」よりも「希望月額利用金額」の方

が偏回帰係数が大きいことから，後者について分析を行

った． 

 属性別の支払い意思額（希望月額利用金額）を表-6に

示す．ここでは，収益増加に影響がある属性の金額を調

べるため，属性項目毎に支払い意思額が大きい方の属性

を記載している．例えば，「高齢」の場合では，65 歳

未満より 65 歳以上の方が，支払い意思額が大きかった

め，後者の値を記載している． この結果より，「外出

頻度の増減（増加）」「高齢（65 歳以上）」「利用目

的（日常的な買い物）」の回答者属性において，希望月

額利用金額が全データを含めた金額より，300円から600

円高い結果となった．しかし，利用意思に有意な影響を

与えていなかった，「通勤・余暇活動利用」や「免許返

納の意志」の項目においても，全データを含めた金額よ

り，希望月額金額が 300円から 400円高い結果となった．

このことから，利用は少ないが，利用単価が高いという

点で，収益面では主要なサービス利用者層になる可能性

を秘めていると考えられる． 

 

 

5. まとめ 

 

本研究では，北海道西胆振管内の諸都市を対象に実施

されたオンデマンド交通の受容性評価に関するアンケー

ト調査のデータを用いて，サービスの利用意思に関する

要因分析および支払い意思額の推定を行った．得られた

知見を以下に示す． 

⚫ 利用意思に関する要因分析では，買い物利用の高齢

者が主要な利用者層となる可能性が高いことが明ら

かになった．また，「利用する」と回答した被験者

は，サービス導入後に外出頻度が増加すると回答す

る傾向があったことから，オンデマンド交通導入は，

高齢者の課題である外出不足の改善にも寄与すると

考えられる．さらに，希望利用金額を高く設定する

被験者は，利用意思が強い傾向も示された．  

⚫ 支払い意思額の推定では，「外出頻度の増加（増

加）」「高齢（65歳以上）」「利用目的（日常的な

買い物）」と回答した被験者属性において，支払い

意思額（希望月額利用金額）が全データを含めた金

額より，300円から600円高い結果となった． 

⚫ 「利用目的（通勤・余暇活動）」や「免許返納の意

志（有り）」と回答した被験者においても，全デー

タを含めた金額より，希望月額金額が 300円から400

円高い結果となった．したがって，これらの属性は，

利用意思は低いものの，利用単価が高いという点で，

収益面では主要なサービス利用者層になる可能性を

秘めている． 

今後は，これらのデータを各種 MaaS ステークスホ ル

ダーに提供し，地域に応じたオンデマンド交通の導入に

ついて詳しく検討することを考えて いる． 

謝辞：本研究で使用したアンケートデータは室蘭市から

提供を受けた．ここに記して深謝の意を表する． 
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